





Freedom of other party choice in real estate contract 





This paper treats a problem about freedom of other party choice in real estate contract. 
Firstly, the author pointed out the significance of the problem about freedom of other 
party choice in real estate contract. 
In the second chapter of the paper, the author introduced Allgemeines 
Gleichbehandleungsgesetz, the General Equal Treatment Act in Germany, explained 
legislative process and the prescriptive contents of this law and considered its 
regulations about real estate lease agreements. 
In the third chapter of the paper, the author treated exclusion clauses to antisocial power 
of real estate contract in Japan. The author explained the process of antisocial power 
issues, analyzed points in dispute about exclusion clauses to antisocial power of real 
estate contract. Finally the author introduced the model clauses for exclusion to 


















































3 平成 25年 6月、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（いわゆる「障害者



















する必要を認識していたことから、AGG を制定した。ただし、AGG は EU 指令の単純な
国内への置換ではなく、後述するように、独自の内容を規定している。 






AGG は大きく、目的規定等の総則や組織法まで含めた雑則（第 1 条～第 5 条、第 22 条






 同法の適用範囲は、職業関係（第 2 条第一号～第四号）、社会的保護等（第 2 条第五号、
                                                 
5 茂木明奈「ドイツ法にみる契約法における平等処遇の要請」法学政治学論究 93号、2012
年、70頁 
6 齋藤純子訳「2006年 8月 14日の平等待遇原則の実現のための欧州指令を実施するため
の法律」外国の立法 230、2006年、108～123頁 
第六号）、教育（第 2 条第七号）、住居を含む公に開かれた財及びサービスへのアクセス及び
その提供（第 2 条第八号）とされている。ただし、これらの全てが第 1 条列挙事由と関連す
るわけではなく、第 2 条各号全てに関連するのは、人種と民族的出自のみである。 
 第 1 条に列挙された事由を直接の理由とする不利益な別異処遇を直接不利益処遇（第 3
条第 1 項）、外見上は中立な規定、基準又は手続が特定の人間に対し不利益な処遇をもたら





れる（アファーマティブ・アクションの正当化。第 5 条）。 
［契約一般に関する規定］ 
 雇用以外の一般的な契約関係については、民法上の債務関係の締結、履行、終了の際の、





財及びサービスといった範囲にまで不利益処遇の禁止が拡大されている（第 19条第 2項）。 
 そして、不利益処遇の禁止の適用除外としては三種類が規定されている。即ち、住居賃貸
について調和のとれた環境づくりをするための適用除外（第 19 条第 3 項）、家族・相続法
の適用除外（第 19 条第 4 項）、特別な近親・信頼関係が成立している債務関係の適用除外







1 項）。また、不利益処遇をした者の損害賠償義務が規定されており（第 21 条第 2 項）、基
本的には、この条項に基づく金銭賠償による解決が想定されている。 











とする不利益的処遇は、契約の締結、履行及び終了の際に許されない（第 19 条第 2 項）。 
② しかし、住宅の賃貸借に関しては、社会的に安定した住民構成及び均衡のとれた住宅構
成並びに調和のとれた経済的、社会的及び文化的環境の創出及び維持を考慮して異なる
待遇を与えることは許される（第 19 条第 3 項）。 
③ また、当事者若しくはその身内の者の間の特別な近親関係又は信頼関係が成立している
場合、特に住宅の賃貸借において、当事者若しくはその身内の者が同一の土地にある住
居を使用する場合は、不利益待遇の禁止の適用除外とされる（第 19 条第 5 項第 2 文）。 
④ 一時的目的以外の住宅の賃貸借であって、50 戸を超えない場合も、不利益待遇の禁止



































の適用除外としていることの理論的根拠が不明であること（第 19 条第 5 項第 3 文）。 
② 契約締結を不当に拒否する者に対し締結を強制することができるのか不明であるこ
と。救済に関し第 21 条第 2 項に基づく金銭賠償による解決が想定されていることは
前述したとおりであるが、金銭賠償しか認めないのであれば、従前の不法行為法によ
る対応が可能であり、あえて AGG で規定する必要性は乏しい。 
③ 逆に、AGG の規定が濫用される場合の対処方法が規定されていないこと。 






























































































































































































                                                 
府県に一つ都道府県暴力追放運動推進センターを指定し、同法第 32条に基づき国家公安
委員会は全国暴力追放運動推進センターを指定している。 
17 松坂規生「暴力団排除の展開と課題」金融法務事情 1938 号(2012 年)29 頁。ただし、実
務的には、契約書とは別にこうした書面を求めることに対する一般人たる顧客からの抵抗
があるので、宅地建物取引業者としてもその使用を躊躇するものと思われる。 
18 最二判平成 26・3・28裁判所 HP(平成 25年(あ)第 3号詐欺被告事件・平成 25年(あ)第














 （反社会的勢力の排除）  





③ 反社会的勢力に自己の名義を利用させ、この契約を締結するものでないこと。  
④ 本物件の引き渡し及び売買代金の全額の支払いのいずれもが終了するまでの間
に、自ら又は第三者を利用して、この契約に関して次の行為をしないこと。  
ア 相手方に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為  
イ 偽計又は威力を用いて相手方の業務を妨害し、又は信用を毀損する行為  
２ 売主又は買主の一方について、次のいずれかに該当した場合には、その相手方は、
何らの催告を要せずして、この契約を解除することができる。  
ア 前項①又は②の確約に反する申告をしたことが判明した場合  
イ 前項③の確約に反し契約をしたことが判明した場合  






















































であり、この限度においてその効力を肯定すべきものである。」（最判昭和 43年 11月 21日民集
22巻 12号 2741頁） 




























③ 反社会的勢力に自己の名義を利用させ、この媒介契約を締結するものでないこと。  
④ この媒介契約の有効期間内に、自ら又は第三者を利用して、次の行為をしないこ
と。  
ア 相手方に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為  
イ 偽計又は威力を用いて相手方の業務を妨害し、又は信用を毀損する行為  







ア 前項①又は②の確約に反する申告をしたことが判明した場合  
イ 前項③の確約に反し契約をしたことが判明した場合  












 第 2 項は、当事者の一方が第 1 項の各確約条項に違反した場合の無催告解除権を規定し
た条項である。 

















③ 反社会的勢力に自己の名義を利用させ、この契約を締結するものでないこと。  
④ 自ら又は第三者を利用して、次の行為をしないこと。  
ア 相手方に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為  
イ 偽計又は威力を用いて相手方の業務を妨害し、又は信用を毀損する行為  
（禁止又は制限される行為）  
第Ｙ条 （１、２ 略）  
３ 乙は、本物件の使用に当たり、別表第1に掲げる行為を行ってはならない。  
別表第1（第Ｙ条第３項関係）  






第Ｚ条 （１、２ 略）  
３ 甲又は乙の一方について、次のいずれかに該当した場合には、その相手方は、何ら
の催告も要せずして、本契約を解除することができる。  
一 第Ｘ条の確約に反する事実が判明したとき。  
二 契約締結後に自ら又は役員が反社会的勢力に該当したとき。  
４ 甲は、乙が別表第 1第六号から第八号に掲げる行為を行った場合は、何らの催告も要
せずして、本契約を解除することができる。 
第 X 条は、売買契約書及び媒介契約書の第 1 項と同様であり、①と②は当事者が反社会
的勢力でないことの表明確約条項である。前記(4)①で紹介した暴排条例で規定する規制対






に反社会的勢力による利用を追加して、これを禁止行為として明示したのが第 Y 条第 3 項
及び別表第 1である。 
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